
平成２８年度「第 2 期南魚沼市特定事業主行動計画」実施状況報告 

 

 

平成２８年４月１日に策定した第 2 期南魚沼市特定事業主行動計画に基づいて、以下のとおり平成２８

年度の実施状況を報告します。 

 

具体的な取組内容についての実施状況 

１ 妊娠中及び出産後における配慮 

(1) 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度について周知徹底を図る。                               

「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」に、特別休暇等の制度について記載し、作成・配布を行う

ことで周知徹底を図っている。 

 

(2) 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図る。 

  「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」に、出産時の給付制度について記載し、作成・配布 

を行うことで周知徹底を図っている。 

 

(3) 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行う。 

   各所属において、妊娠中の職員に対して業務分担の見直し等の配慮を行っている。 

 

(4) 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、超過勤務を原則として命じないこととする。                 

   時間外勤務の制限等の制度の周知徹底を図っている。 

 

２ 男性の子育て目的の休暇等の取得促進 

子どもの出生時に取得できる妻の出産休暇並びに夫の育児参加休暇及び育児休業等について周知徹

底を図る。 

「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」に、父親となる男性職員が取得できる特別休暇制度につい

て記載し、作成・配布を行うことで周知徹底を図っている。 

 

◎ 以上のような取組を通じて、 

男性職員の育児に関する特別休暇（妻の出産休暇、夫の育児参加休暇）の取得率を 26 年度の実績

（76.2％）より 8.8 ポイント引き上げ 85％とする。                             

                                (目標達成年度 平成３２年度) 

 

 

 

 

 



男性職員の育児に関する特別休暇の取得率 

※上段：取得者数（ ）は年度中に新たに特別休暇が取得可能となった職員数 

下段：取得率 

年度 H28 H29 H30 H31 H32 

取得率 
19(28)人     

73.1％     

    取得率について、目標を達成することができなかった。引き続き育児に関する特別休暇の情報提供等周知

を徹底し、男性のさらなる取得向上を促す。 

 

３ 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

(1) 男性職員の育児休業等の取得促進について周知徹底を図る。 

男性も育児休業、育児短時間勤務や生児保育等を取得できることについての周知等、男性の育児休 

業等の取得を促進するための措置を実施する。          

「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」に、育児休業制度について記載し、作成・配布を行うこと

で周知徹底を図っている。 

 

(2) 育児休業等に関する資料を配布し、制度の周知を図る。 

育児休業等の制度の趣旨及び内容や休業期間中の育児休業手当金の支給等の経済的な支援措置に 

ついて、庁内ＬＡＮ等も利用し、周知する。          

 週 1 回、ノー残業デーの周知に合わせて「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」の内容の一部を

掲載、またマニュアルの掲載場所を周知し、一読するよう促している。 

 

(3) 妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度・手続について説明を行う。                 

   必要に応じ、妊娠を申し出た（産前産後休暇を申請した）職員に対して個別に関連制度の説明を 

行い、手続き等を進めている。 

 

(4) 育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

定期的に育児休業等の制度の趣旨を周知徹底することにより、職場の意識改革を行うとともに、育 

児休業の取得の申出があった場合、当該部署において業務分担の見直しを行う。               

「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」に、育児休業制度について記載し、作成・配布 

を行うことで周知徹底を図るとともに、臨時職員による代替要員を確保するなど、業務分担の見 

直しを行っている。 

 

(5) 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

育児休業中の職員に対して、休業期間中の関係通知等の送付を行い、復職時の円滑な職場復帰を目

指す。                             

庁議結果等関連する通知について、定期的に送付を行い、復職の際に従前の所属に復帰すること 

を前提としたうえで復職時の円滑な職場復帰を促している。 



 

 

(6) 育児休業等を取得した職員の代替要員の確保 

人員配置等によって、育児休業中や産前産後休暇中の職員の業務を遂行することが困難なときは、

臨時的任用制度の活用による適切な代替要員の確保を図る。     

臨時職員による代替要員を確保している。 

 

(7) 時差出勤等を行っている職場においては、保育園の送迎等を行う職員に配慮して勤務時間を割り振 

る。                            

十分な周知が行われていないため、今後も引き続き制度の周知徹底を図っていく必要がある。 

 

 

◎ 以上のような取組を通じて、育児休業等の取得率を平成 26 年の実績（男性 0％、女性 100％）か

ら（男性 5％女性 100％）へ引き上げるものとする。 

（目標達成年度 平成３２年度） 

育児休業等の取得率 

※上段：取得者数（ ）は年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数 

下段：取得率 

年度 H28 H29 H30 H31 H32 

男性 
0(26)人     

０％     

女性 
21(21)人     

100％     

女性の取得率は目標を達成したが、男性は目標を達成できなかった。引き続き育児休業等の情報提供等を行い、

男性の育児休業取得を促進していく必要がある。 

 

 

４ 超過勤務の縮減 

(1) 小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び超過勤務を制限する制度につい

て周知徹底を図る。      

「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」に、深夜勤務の制限及び超過勤務の制限の各制度につい

て記載し、作成・配布を行うことで周知徹底を図っている。 

 

(2) 一斉定時退庁日等の実施 

ノー残業デーを推進するため、グループウエア掲示板及び庁内放送等による注意喚起を図り、定時

退庁の実施徹底を図る。     

毎週水曜日をノー残業デーとし、グループウエアへの掲示及び本庁舎での庁内放送等により注意喚起を図

り、定時退庁を促している。 



(3) 超過勤務の縮減のための意識啓発等 

各部署で超過勤務縮減の取組の重要性について認識し、職員の意識啓発を図るとともに、超過勤務 

の多い職場の管理職からのヒアリングを行った上で、注意喚起を行う。                  

    管理監督者向けのメンタルヘルスセミナーを実施、管理職としての意識啓発を図るとともに、長時間勤務者

へ対して、チェックシートを実施し職員個人に対しても意識啓発を図っている。 

 

 

◎ 以上のような取組を通じて、各職員の 1 年間の超過勤務時間数について、人事院指針等に定める上

限目安時間の 360時間を達成するよう努め、月45 時間を超えた職員数を平成 26 年度実績（述べ

295 人）から 45 人引き下げ、述べ 250 人以下とする。      

      （目標達成年度 平成３２年度） 

 

平成２8年度 職員１人当たりの年間平均超過勤務時間数及び 360時間を超えた人数 
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※消防本部はシフトにより休日勤務となっている時間を含む。
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平成 28年度 １月あたり超過勤務時間数が 45時間を超えた人数 

 

年 度 H28 H29 H30 H31 H32 

市長部局 315 人     

議会事務局 0人     

監査委員事務局 0人     

農業委員会事務局 0人     

消防本部 2 人     

水道部門 0 人     

病院部門 31 人     

教育委員会 24 人     

全体 372 人     

 

※今年度は目標を達成できなかった。引き続き超過勤務時間の一層の縮減に向け努力する必要がある。 

 

５ 休暇の取得の促進 

(1) 年次休暇の取得の促進 

 

ア 庁議等の場において、定期的に休暇の取得促進を喚起し、職場の意識改革を行う。 

 引き続き庁議等の場を活用して、休暇の取得促進を促していく。 

イ 管理職は、部下の年次休暇の取得状況を把握し、計画的な年次休暇の取得を指導する。 

  管理監督者向けのセミナー等を通じて、管理職としての意識改革を図っていく。  

ウ 職員及びその家族の誕生日等の記念日や子どもの授業参観日等、家族とのふれあいのための年次休

暇の取得促進を図る。 

  本計画を通じて、取得促進を図っている。 

エ 職員が、安心して年次休暇を取得できるよう、事務の相互応援体制を整備する。 

  各職場において、特定職員の業務が過重とならないような業務分担を促している。  

 

(2) 国民の祝日や夏季休暇と年次休暇を組み合わせた連続休暇の取得促進を図る。   

夏季休暇期間に所属ごとに取得計画書を作成してもらい、年次休暇を含めた計画的な取得促進を図って

いる。   

    

(3) 毎年６月を年休取得推進月間として年次休暇の取得を奨励する。 

6 月に 1日以上の年次休暇の取得を奨励するべく庁議および掲示板にて周知を図っている。 

 

 

 

 



◎ 以上のような取組を通じて、職員１人あたりの年次休暇の取得を平成26 年度の実績（11.4 日）か

ら 2.6 日引き上げ 14 日以上とする。 

（目標達成年度 平成３２年度） 

  年次有給休暇の平均取得日数 

暦年 H2８ H2９ H３０ H３１ H３２ 

平均取得日数 11.8 日     

目標を達成できなかった。引き続き年次有給休暇の取得を促進して行く必要がある。 

 

(4) 子どもの看護のための特別休暇を周知するとともに、その取得を希望する職員に対して、100パー

セント取得できる雰囲気の醸成を図る。 

「南魚沼市職員のための子育て応援マニュアル」に、子どもの看護休暇等の特別休暇について記載し、作

成・配布を行うことで周知徹底を図っている。  

 

６ 子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組 

 

 女性活躍推進法第 15 条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事

業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27年内閣府令第 61号。以下「内閣府令」という。）第２

条に基づき、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を

行った。当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、前項前号までの取組及び目標の設定に加

え、以下の取組を通じて、次のとおり目標を設定する。 

 

 

(1) 女性職員の管理職への登用の拡大 

ア 女性職員の市長部局等における係長・課長級への積極的な登用を念頭に置き、人材の確保を進める

べく人材育成を行う。    

    数年周期での計画的な人事異動によって適正の把握や行政の幅広い分野への職域の拡大を図っている。  

イ 女性職員のみを対象とする研修や外部研修（総合事務組合、市町村アカデミーなど）への派遣を行

う。             

 女性職員を対象とした外部研修等を募集し、応募職員の派遣に努めている。 

 

◎ 以上の取組を通じて、係長相当職（公安・医療職除く）に占める女性割合を、平成２６年の実績

（22.1％）より 12.9 ポイント引き上げ 35％にする。 

  また、管理職相当職（公安・医療職除く）にある職員に占める女性割合を、平成２６年度の実績（0％）

より 10ポイント引き上げ 10％にする。  

                                (目標達成年度 平成３２年度） 

  

 

 



平成 28年度 係長相当職および管理職相当職（公安・医療職除く）に占める女性割合 

 

年度 H2８ H2９ H３０ H３１ H３２ 

係長相当職 19.5％     

管理職相当職 6.1％     

今年度は目標を達成できなかった。引き続き女性職員の登用の拡大に努める必要がある。 

 

７ その他の取組 

(1) 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正についての情報提供や意識啓発を行う。 

庁内 LAN 等を用いた情報提供を行い、意識啓発を行っている。  

               

(2) セクシュアルハラスメント防止のための情報提供や意識啓発を行う。 

相談窓口の設置や、庁内 LAN 等を用いた情報提供を行うことで意識啓発を行っている。 

 

(3) 病院部局における取組として院内にて保育サービスを受けられるべく環境整備を行う。  

病院に院内保育所を設置し、環境整備を行っている。    

 

その他の次世代育成支援対策に関する事項についての実施状況   

  

１ 子育てバリアフリー 

(1) 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応等のソフト面でのバリアフリー

の取組を推進する。        

庁議等の場を活用して、全庁的に来庁者への気配りを行うように意識改革を行っている。また、総合窓

口の設置および説明員の配置により、来庁者の用件がスムーズに行えるよう取り組んでいる。 

 

(2) 来庁者の多い施設において、乳幼児と一緒に安心して利用できるトイレやベビーベットの設置等

を計画的に行う。     

    本庁舎のトイレに、乳幼児を連れて利用できるようベビーベッドを設置している。 

 

２ 子ども・子育てに関する地域貢献 

(1) 子どもが多様な体験活動等の機会の充実を図るため、職場見学や保育園でのボランティア活動を

積極的に受け入れる。     

小学生の市役所見学受け入れや、小・中・高校生の保育園へのボランティア活動の受け入れ等を実施し

た。 

 

(2) 子ども・子育てに関する活動等の地域貢献活動への職員の積極的な参加を支援する。    

地域活動等について、職員個人が参加できるような雰囲気作りを行っている。また、積極的に参加する

よう市長が職員に呼び掛けている。 



３ 職員の子育てに対する精神的支援 

(1) 職員の子育てに関する困りごと等に対し窓口を設け、子育てに係る不安等の解消の促進に努める。  

十分な周知をしておらず、今後対象職員に対しさらなる周知をしていく必要がある。 


